
給水人口の減少傾向
節水機器・節水意識

給水量の減少

水利権制度の柔軟な運用について

水利権の許可に当たり、

・水需要見合いでの「水利権の減量」がなされないよう配慮すること

・工事時等のバックアップ分を考慮した水量が得られるよう、
または複数の取水地点がある場合に、開発水量の範囲内で相互
補完が可能となるよう配慮すること

〔要望事項(１)､(４)〕

課 題

■ 水利権とは、河川の流水、湖沼の水などを排他的に継続して取水し、利用する
ことができる権利のことであり、水道事業者は多額の費用を投じて水利権を確保
するための水資源開発に参加してきている

水利権

・施設整備

・水運用

安定給水

ダム建設等

多額の費用投資

水道料金

要 望

○ 水利権は、水道事業経営の根幹をなすものであり、また、水道使用者の財産とも言えるものである
→ 給水人口の減少などにより給水量の減少が予想され、それに伴い水利権の減量が懸念される

○ 現在の水利権制度では、渇水時の特例を除いて水融通は認められていない

○ 水道事業における広域連携の形態が多様化し、水利権の問題も複雑化することが予想される

水利権は、
水道事業経営の根幹!
水道使用者の財産!!

水利権の利用に当たり、

・水道施設の規模縮小や統廃合をせざるを得ない場合にも、

既存の水利権の活用が十分に図れるよう配慮すること
・渇水時のみならず、地震等の災害時や大規模な水質事故時などにおいても
時間を要する水利使用許可の手続きを経ることなく、

特例的に水道事業者間の水融通が可能となるよう配慮すること
〔要望事項(２)､(３)〕

要 望
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- 平常時 - ◆ 地震等で取水施設が被災し、
取水できなくなった場合
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✔ 調整に時間がかかる
✔ 渇水の特例を除いて水融通が認められない

◆ 渇水年の河川流量と河川水の開発概念図

後発開発量：① 先発開発量：② 年間を通じて安定して流れる量：③

国土交通省「日本の水資源」ダムによる補給量
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◆ 河川下流域で
水質事故が発生した場合
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もっと迅速に水道事業者間の
水融通が可能になれば・・・

◆ 渇水により甲川の
取水制限がされた場合

B市浄水場

渇水していない
別水系を持つＢ市から水融通

影響のない
上流Ｂ市から水融通

被災していない
Ｂ市から水融通

■ 〈現状〉水の融通は、渇水時に、河川管理者及び利水者等からなる渇水対策
連絡協議会の調整により、状況に応じて行う

既得の水利権水量は、安
定給水のための施設整備や
水運用を前提にしている

多くの水道事業者は、水利
権を確保するために、ダム建
設等に多額の投資をしている

ダム建設に投じた資金は、
水道料金から回収している

水道事業経営の根幹、水道使用者の
財産である水利権が減量されることが懸念される

要望事項 14

A市給水区域


